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「住宅・建築物のエネルギー消費性能の実態等に関する研究会」について

平成29年度より全面施行された建築物省エネ法の施行状況を把握するとともに、住宅・建築物の省エネ性能に
関する実態を把握・検証し、住宅・建築物の省エネ基準への適合率の更なる向上等に向けた課題を整理するため、
「住宅・建築物のエネルギー消費性能の実態等に関する研究会」を設置

● 建築物省エネ法の施行状況のフォローアップ

● 住宅・建築物の省エネ性能に関する実態の

把握・検証

● 住宅・建築物の省エネ基準への適合率の向上等

に係る課題の整理

開催経緯
●第１回 （H29.9.28）
○建築物の省エネ性能に関する実態について 等

●第2回 （H29.10.13）
○住宅の省エネ性能に関する実態について 等

●第3回 （H29.11.16）
○業界団体の委員等からのプレゼン①

●第4回 （H29.12.12）
○業界団体の委員等からのプレゼン②

●第5回 （H30.2.22）
○省エネ基準への適合率の向上等の課題整理
について 等

●第6回 （H30.3.27）
○とりまとめ案について 等

座長

委員

オブザーバー

事務局

（五十音順・敬称略）

○坂本 雄三 東京大学名誉教授

○秋元 孝之 芝浦工業大学教授

○川瀬 貴晴 千葉大学グランドフェロー

○倉田 雅史 建築設備技術者協会

○坂本 努 日本ビルヂング協会連合会

○鈴木 兼次 日本建築士事務所協会連合会

○清家 剛 東京大学大学院准教授

○田島 剛 日本建築行政会議

○津端 英男 全国建設労働組合総連合

○中村 勉 日本建築士会連合会

○丸山 修 日本設備設計事務所協会連合会

○岩村 和夫 東京都市大学名誉教授

○岸本 浩一 住宅生産団体連合会

○齋藤 卓三 住宅性能評価・表示協会

○澤地 孝男 建築研究所

○鈴木 大隆 北方建築総合研究所

○髙井 啓明 日本建設業連合会

○田辺 新一 早稲田大学教授

○中上 英俊 住環境計画研究所

○永野 好士 不動産協会

○宮崎 淳 日本建築家協会

○経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部省エネルギー課

○環境省地球環境局地球温暖化対策課

○国土交通省住宅局住宅生産課建築環境企画室

メンバー検証・整理事項
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「住宅・建築物のエネルギー消費性能の実態等に関する研究会」とりまとめ概要①

１．建築物省エネ法の施行状況

○ 大規模※の建築物の新築等を対象とする省エネ適判制度は、確認審査日数の推移が下表のとおりであるなど、
これまでのところ省エネ適判に起因する混乱や確認審査の遅延等は発生しておらず、概ね円滑に施行されている。

建築物省エネ法施行前 建築物省エネ法施行後
平成28年６月 平成28年９月 平成28年12月 平成29年３月 平成29年６月 平成29年９月 平成29年12月

６８日 ６７日 ６５日 ６８日 ５１日 ６２日 ６３日

【委員からの主な指摘等】【委員からの主な指摘等】

・省エネ適判の審査にあたり判断に迷った案件について、所管行政庁等が実際にどのような論拠でどのような
判断を下したかについての情報を所管行政庁等や設計関係者等の間で共有し、手続きの更なる円滑化に繋げていくこと
が重要。

（１）省エネ適判制度

○ 省エネ適判対象以外の中規模以上の住宅・建築物の新築等を対象とする届出制度については、届出率は制度創設時より
上昇傾向にあるものの、下表のとおり、特に中規模の住宅・建築物において未だ低い水準にとどまっている。

・届出率の向上に向け、制度の周知徹底を図るとともに所管行政庁における無届物件への督促等の取組を推進することや、
所管行政庁の業務負担の軽減に向け、審査項目の合理化や申請書類の簡素化等の工夫を行うことが必要。

（２）届出制度

大規模 中規模
住宅 ８２％ ６６％

建築物（住宅以外） ９７％ ７７％

○ 建築物省エネルギー性能表示制度（ＢＥＬＳ）については、戸建住宅を中心に実績件数が伸びている。

（３）表示制度

※ 大規模：延べ面積2000㎡以上、中規模：延べ面積300㎡以上2000㎡未満、小規模：延べ面積300㎡未満

【委員からの主な指摘等】【委員からの主な指摘等】
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「住宅・建築物のエネルギー消費性能の実態等に関する研究会」とりまとめ概要 ②

２．住宅・建築物の省エネ性能に関する実態等

○ 届出結果やアンケート結果より、平成27年度時点の住宅・建築物それぞれの規模別の省エネ基準等への適合率を算定
したところ、下表のとおりとなった。

・事務局による住宅・建築物の省エネ基準等への適合率に係る算定結果については、概ね実感と合っている。

（１）住宅・建築物の省エネ性能に関する実態

・業界団体が実施した調査等によると、小規模の住宅・建築物の設計・施工を担う中小の工務店や設計者事務所等には
省エネ基準や省エネ計算等に習熟していない設計者が相当程度存在している。

（２）設計者等の省エネ計算等への対応の現状

大規模 中規模
小規模

全体
共同 戸建

住宅 ３６％ ４４％ ５１％ ４６％ ５３％ ４６％
建築物（住宅以外） ９７％ ９４％ ６９％ ９３％

・住宅・建築物の省エネ性能向上のメリットが建築主や居住者等に十分に理解されていない。

（３）消費者の住宅・建築物の省エネ性能向上等への理解の現状

【委員からの主な指摘等】【委員からの主な指摘等】

【委員からの主な指摘等】【委員からの主な指摘等】

【委員からの主な指摘等】【委員からの主な指摘等】

３．住宅・建築物の省エネ基準への適合率の向上等の課題等

・省エネ基準の適合義務化の対象拡大にあたっては、省エネ基準への適合状況に加え、
省エネ投資の費用対効果の低さやエネルギー消費量の住まい方への依存等の住宅の特性、生産・審査体制、
建築主等の認識、伝統的構法や地域の文化への配慮等に係る課題に留意することが必要。

省エネ基準適合義務に係る課題

【委員からの主な指摘等】【委員からの主な指摘等】
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「住宅・建築物のエネルギー消費性能の実態等に関する研究会」とりまとめ概要 ③

・省エネ基準への適合の判断を容易なものとするための
省エネ基準・省エネ計算の大幅な簡素化、共同住宅に
おける住棟単位での省エネ基準の適用等が必要。

省エネ基準・省エネ計算に係る課題

・生産者の技術力向上のための講習会等の実施、断熱材等
の適切な施工技術の普及、省エネ性能向上の必要性等に
係る建築主等への普及啓発の推進等が必要。

省エネ性能向上等に係る普及啓発に係る課題

・住宅・建築物全体の省エネ性能の底上げとより性能の高
いグループの拡大及び性能向上との両面からの施策検討、
省エネ性能に関する情報の建築主等への提供の徹底や
省エネ性能に応じた税財政・融資上の支援の重点化等の
多様な手法によるマーケットメカニズムの活用等が必要。

総合的な取組の推進等に係る課題

・消費者の意識の向上や適切な選択を促すための
設計者から建築主等への省エネ性能の説明、健康性等を
含めた総合的な表示制度の検討等が必要。

省エネ性能の情報提供に係る課題

・関係省庁の連携によるZEH等に対する支援策の充実、
現行の省エネ計算の方法では評価できない新たな技術や
設備機器等の評価手法の検討等が必要。

高い省エネ性能を有する住宅・建築物の普及に係る課題

・省エネ性能の低い既存ストックが数多く存在することを
踏まえ、既存ストックの省エネ性能向上を促進すること
が必要。

既存ストック対策に係る課題

３．住宅・建築物の省エネ基準への適合率の向上等の課題等

【委員からの主な指摘等】【委員からの主な指摘等】

４．引き続き把握・検証すべき事項

【委員からの主な指摘等】【委員からの主な指摘等】

・今後の省エネ基準への適合率向上等に向けた取組に係る判断を的確に行うためにも、省エネ基準への適合率の最新状況や、
地域や構造等の別での不適合物件の要因等について、把握・検証していくことが必要。
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